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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、１株当たり中間（当期）純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

回次 第23期中 第24期中 第25期中 第23期 第24期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 4,870,127 4,865,444 4,050,871 9,966,153 9,467,006 

経常利益又は、経常損失

（△）（千円） 
76,870 △168,326 △215,937 79,728 △152,897 

中間（当期）純損失（△）

（千円） 
△102,451 △190,882 △255,537 △104,751 △174,640 

持分法を適用した場合の投資

損益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 964,595 1,052,595 1,052,595 1,052,595 1,052,595 

発行済株式総数（株） 5,439,375 6,239,375 6,239,375 6,239,375 6,239,375 

純資産額（千円） 905,894 889,191 653,717 1,082,989 900,176 

総資産額（千円） 4,940,145 5,295,929 4,098,550 4,669,812 4,516,347 

１株当たり純資産額（円） 166.66 142.62 104.84 173.70 144.38 

１株当たり中間（当期）純損

失（△）（円） 
△18.85 △30.62 △40.98 △19.20 △28.02 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 18.3 16.8 16.0 23.2 19.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△720,115 △139,862 51,251 △966,729 △62,566 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△13,071 11,973 4,689 △22,578 32,465 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
569,395 393,250 △326,660 816,238 △33,210 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
417,817 673,899 74,508 408,539 345,227 

従業員数（外、平均臨時雇用

者数）（人） 

89 

(111)

84 

(97)

91 

(85)

88 

(107)

84 

(100)



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 91(85)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、前半は個人消費、輸出、設備投資などの減速により景気を停滞させていた

ものの、後半に入り輸出、設備投資が増加し、回復基調を示しております。また、個人消費も６月の住民税率引き上

げの影響を受けたものの、安定的に推移しております。しかしながら、ガソリン価格や食料品価格などの上昇が相次

いでおり、個人消費の先行きは、楽観を許さない状態にあると言えます。 

 食品業界におきましては、健康志向が高く、また、食品の安心安全を求めるニーズが高いことから、世界的に水産

物に対する需要が高まっております。その結果、水産物の国際価格が上昇し、わが国の輸入業者が価格競争で買い負

けるという状況が生じております。一方、国内では、日本人の魚離れが急速に進んでおり、水産物の消費量が減少し

ております。 

 当業界におきましては、まぐろの資源保護による世界的な漁獲規制が継続している中での世界的な需要の増加、更

に原油高騰を受けて、まぐろの安定した価格での確保が極めて厳しい状況にあります。 

 このような環境の中で当社は、提案型営業を継続して展開し新規顧客の開拓に注力して参りましたが、売上高は40

億50百万円（前年同期比16.7%減)となりました。製造関係につきましては、食品の安全性を重視し、品質保証体制を

強化させる一方、コスト低減に努めて参りましたが、経常損失2億15百万円と前年同期に比べ47百万円の損失の増加

となりました。また、固定資産除却損、減損損失、投資有価証券評価損を計上したことにより中間純損失は2億55百

万円と前年同期と比較して損失が64百万円の増加となりました。 

 事業部門の業績は次のとおりであります。 

＜水産物加工品部門＞ 

 水産物加工品部門におきましては、提案型営業を継続して展開して参りましたが、売上高は、31億26百万円（前年

同期比19.6%減）となりました。 

 製品の区分別状況は下記のとおりであります。 

（まぐろ加工品） 

 製品『ねぎとろ』ほかにつきましては、コンビニエンスストア向け「ねぎとろスティック」が引き続きご好評をい

ただいておりますが、消費者の低価格商品帯へのニーズが強く、売上高は16億29百万円（前年同期比5.7%減）となり

ました。製品『まぐろの切り落とし』ほかにつきましても、売上高は13億25百万円（前年同期比32.6%減）となりま

した。 

（その他加工品） 

 外食チェーン様に、シーフードキット、海鮮パックが採用されましたが、売上高は1億71百万円（前年同期比11.3%

減）となりました。 

＜すし種部門＞ 

 すし種部門におきましては、まぐろ類商材と組み合わせた海産物の供給減により、売上高は9億24百万円（前年同

期比5.4%減）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー  

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によるキャッシュ・フローをプ

ラスに転じさせることが出来ましたが、借入金の返済を行ったことにより前中間会計期間末に比べ5億99百万円減少

し、当中間会計期間末には74百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は51百万円（前年同期比1億91百万円増）であります。これ

は主に税引前中間純損失が増加しましたが、仕入債務の増加や売掛債権の減少等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果得られた資金は4百万円（前年同期比7百万円減）となりました。これは機

械を購入したことによる支出が4百万円ありましたが、遊休固定資産の売却による収入が8百万円近くあったことによ

るものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動の結果減少した資金は3億26百万円（前年同期比7億19百万円減）となりました。

これは主に、借入金の返済によるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社で生産をおこなっているのは、水産物加工品部門のみであります。 

 当中間会計期間の水産物加工品部門の生産実績を製品の区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は、販売価格（出荷価格）により記載しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は、仕入価格により記載しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社は、販売計画に基づき見込み生産をおこなっているため、該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１.上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

     ２.当社製造の製品名を『 』にて表示しております。 

     ３.当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり

ます。 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

まぐろ加工品（千円） 2,973,245 79.0 

その他加工品（千円） 172,815 87.6 

合計（千円） 3,146,060 79.4 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

すし種（千円） 909,693 97.9 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

水産物加工品 

まぐろ 

加工品 

『ねぎとろ』ほか 

（千円） 
1,629,116 94.3 

『まぐろ切り落と

し』ほか（千円） 
1,325,792 67.4 

その他加工品（千円） 171,749 88.7 

小計（千円） 3,126,658 80.4 

すし種（千円） 924,212 94.6 

合計（千円） 4,050,871 83.3 



４．上記金額には、消費税は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は「まぐろ」を主体とした総合食品メーカーとして、水産物素材の「ヘルシーさ」と「美味しさ」をテーマと

した商品の研究開発をおこなっております。 

 当中間会計期間におきましては、「まぐろ」の他に「カニ」を用いた加工商品の開発に注力してまいりました。 

 当中間会計期間における研究開発費は15,660千円であります。 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月 1日 
至 平成19年9月30日） 

金額 (百万円) 割合（％） 金額 (百万円) 割合（％） 

 株式会社カスミ 447,262 9.2 435,793 10.8 

 株式会社ファインライフ 539,170 11.1 433,541 10.7 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した設備の新設・除却等について重要な変更はありません。 

また、当中間会計期間において、計画中である重要な設備の売却は次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当該物件は遊休不動産であり、売却による能力の減少はありません。 

事業所名 所在地 設備の内容 期末帳簿価額（百万円） 売却予定時期 

 子持工場  群馬県渋川市中郷 水産物加工設備   28 平成19年11月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 14,557,500 

計 14,557,500 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年12月27日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 6,239,375 6,239,375 ジャスダック証券取引所 － 

計 6,239,375 6,239,375 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成19年4月1日～

平成19年9月30日 
－ 6,239,375 － 1,052,595 － 261,152 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ジャパンフードシス

テム 
神奈川県鎌倉市大町6-6-3 3,000 48.08 

赤城水産取引先持株会 群馬県渋川市半田3211 133 2.13 

株式会社汐留商事 東京都港区新橋3-26-3 81 1.30 

株式会社群馬銀行 群馬県前橋市元総社町194 75 1.20 

有限会社スダパックシステム 群馬県多野郡吉井町大字神保411 74 1.19 

株式会社メンズショップ三峰 群馬県多野郡吉井町大字小串55 60 0.97 

株式会社サクラバ 東京都中央区築地7-6-1 57 0.91 

株式会社東和銀行 群馬県前橋市本町2-12-6 45 0.72 

有地 壽雄 兵庫県神戸市須磨区 30 0.48 

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田美土代町7 30 0.48 

計 － 3,585 57.46 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、112,000株（議決権の数112個）含ま

れております。 

②【自己株式等】 

  （注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式が552株含まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日まで役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    4,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  6,226,000 6,226 － 

単元未満株式 普通株式    9,375 － － 

発行済株式総数 6,239,375 － － 

総株主の議決権 － 6,226 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

赤城水産株式会社 
群馬県渋川市半田

3211 
4,000 － 4,000 0.06 

計 － 4,000 － 4,000 0.06 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 170 158 155 196 167 150 

最低（円） 143 138 138 146 141 131 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19

年4月1日から平成19年9月30日まで）の中間財務諸表についてあずさ監査法人による中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   695,903     74,508     353,227    

２．売掛金   1,362,352     1,187,220     1,315,403    

３．たな卸資産   1,496,851     1,148,882     1,029,058    

４．その他   36,004     104,217     162,970    

５．貸倒引当金   △246     △4,210     △1,272    

流動資産合計     3,590,867 67.8   2,510,618 61.3   2,859,388 63.3 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※1,2                  

(１)建物   616,504     566,912     591,111    

(２)機械及び装置   113,951     101,084     111,450    

(３)土地   737,355     727,417     737,355    

(４)その他   126,853     108,700     114,217    

有形固定資産合計   1,594,664     1,504,114     1,554,133    

２．無形固定資産   4,788     3,984     4,386    

３．投資その他の資産 ※２ 152,632     135,868     144,363    

貸倒引当金   △47,024     △56,035     △45,925    

投資その他の資産
合計   105,608     79,832     98,438    

固定資産合計     1,705,061 32.2   1,587,931 38.7   1,656,958 36.7 

資産合計     5,295,929 100.0   4,098,550 100.0   4,516,347 100.0 

                     

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   1,012,450     791,569     638,969    

２．短期借入金 ※２ 2,704,920     2,020,210     2,149,270    

３．未払金   164,167     169,723     146,865    

４．未払法人税等   6,596     5,631     8,941    

５．賞与引当金   14,415     7,220     20,048    

６．その他   75,966     82,667     93,687    

流動負債合計     3,978,515 75.1   3,077,021 75.0   3,057,782 67.7 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※２ 399,010     330,600     528,200    

２．繰延税金負債   1,759     4,587     －    

３．退職給付引当金   27,451     32,624     30,188    

固定負債合計     428,221 8.1   367,811 9.0   558,388 12.4 

負債合計     4,406,737 83.2   3,444,833 84.0   3,616,171 80.1 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     1,052,595 19.8   1,052,595 25.7   1,052,595 23.3 

２ 資本剰余金                    

(1）資本準備金   261,152     261,152     261,152    

資本剰余金合計     261,152 4.9   261,152 6.4   261,152 5.8 

３ 利益剰余金                    

(1）その他利益剰余
金                    

繰越利益剰余金   △425,882     △665,178     △409,640    

利益剰余金合計     △425,882 △8.0   △665,178 △16.3   △409,640 △9.1 

４ 自己株式     △1,267 △0.0   △1,267 △0.0   △1,267 △0.0 

株主資本合計     886,598 16.7   647,303 15.8   902,840 20.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券評
価差額金     2,592 0.1   6,413 0.2   △2,664 △0.1 

評価・換算差額等合
計     2,592 0.1   6,413 0.2   △2,664 △0.1 

純資産合計     889,191 16.8   653,717 16.0   900,176 19.9 

負債純資産合計     5,295,929 100.0   4,098,550 100.0   4,516,347 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     4,865,444 100.0   4,050,871 100.0   9,467,006 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,502,924 92.5   3,787,526 93.5   8,586,676 90.7 

売上総利益     362,519 7.5   263,344 6.5   880,329 9.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     504,394 10.4   454,740 11.2   977,221 10.3 

営業損失     141,874 △2.9   191,395 △4.7   96,891 △1.0 

Ⅳ 営業外収益 ※１   6,229 0.1   7,485 0.2   11,441 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２   32,681 0.7   32,027 0.8   67,447 0.7 

経常損失      168,326 △3.5   215,937 △5.3   152,897 △1.6 

Ⅵ 特別利益 ※３   6,320 0.1   534 0.0   11,525 0.1 

Ⅶ 特別損失 
※

4,5    25,899 0.5   37,067 0.9   26,638 0.3 

税引前中間（当
期）純損失     187,906 △3.9   252,470 △6.2   168,010 △1.8 

法人税、住民税及
び事業税     2,976 0.0   3,066 0.1   6,630 0.1 

中間（当期）純損
失     190,882 △3.9   255,537 △6.3   174,640 △1.8 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

 前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金

自己株式  
株主資本 
合計  資本 

準備金  

資本 
剰余金 
合計  

その他利益剰
余金 利益 

剰余金 
合計  繰越利益 

剰余金 

 平成18年３月31日 残高（千円) 1,052,595 496,188 496,188 △470,036 △470,036 △1,267 1,077,481 

中間会計期間中の変動額              

  資本準備金の取崩（注） － △235,036 △235,036 235,036 235,036 － － 

  中間純損失 － － － △190,882 △190,882 － △190,882 

  株主資本以外の項目の中間会計期間

中の変動額（純額） 
－ － － － － － － 

 中間会計期間中の変動額合計（千円） － △235,036 △235,036 44,153 44,153 － △190,882 

 平成18年９月30日 残高（千円） 1,052,595 261,152 261,152 △425,882 △425,882 △1,267 886,598 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

 平成18年３月31日 残高（千円） 5,508 5,508 1,082,989 

 中間会計期間中の変動額      

  資本準備金の取崩（注） － － － 

  中間純損失 － － △190,882 

  株主資本以外の項目の中間会計期間

中の変動額（純額） 
△2,915 △2,915 △2,915 

 中間会計期間中の変動額合計（千円） △2,915 △2,915 △193,798 

 平成18年９月30日 残高（千円） 2,592 2,592 889,191 



 当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金

自己株式  
株主資本 
合計  資本 

準備金  

資本 
剰余金 
合計  

その他利益剰
余金 利益 

剰余金 
合計  繰越利益 

剰余金 

 平成19年３月31日 残高（千円) 1,052,595 261,152 261,152 △409,640 △409,640 △1,267 902,840 

中間会計期間中の変動額              

  中間純損失 － － － △255,537 △255,537 － △255,537 

  株主資本以外の項目の中間会計期間

中の変動額（純額） 
－ － － － － － － 

 中間会計期間中の変動額合計（千円） － － － △255,537 △255,537 － △255,537 

 平成19年９月30日 残高（千円） 1,052,595 261,152 261,152 △665,178 △665,178 △1,267 647,303 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

 平成19年３月31日 残高（千円） △2,664 △2,664 900,176 

 中間会計期間中の変動額      

  中間純損失 － － △255,537 

  株主資本以外の項目の中間会計期間

中の変動額（純額） 
9,078 9,078 9,078 

 中間会計期間中の変動額合計（千円） 9,078 9,078 △246,459 

 平成19年９月30日 残高（千円） 6,413 6,413 653,717 



 前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金

自己株式  
株主資本 
合計  資本 

準備金  

資本 
剰余金 
合計  

その他利益剰
余金 利益 

剰余金 
合計  繰越利益 

剰余金 

 平成18年３月31日 残高（千円) 1,052,595 496,188 496,188 △470,036 △470,036 △1,267 1,077,481 

事業年度中の変動額              

  資本準備金の取崩（注） － △235,036 △235,036 235,036 235,036 － － 

  当期純損失 － － － △174,640 △174,640 － △174,640 

  株主資本以外の項目の事業年度中の

変動額（純額） 
－ － － － － － － 

 事業年度中の変動額合計（千円） － △235,036 △235,036 60,395 60,395 － △174,640 

 平成19年３月31日 残高（千円） 1,052,595 261,152 261,152 △409,640 △409,640 △1,267 902,840 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

 平成18年３月31日 残高（千円） 5,508 5,508 1,082,989 

 事業年度中の変動額      

  資本準備金の取崩（注） － － － 

  当期純損失 － － △174,640 

  株主資本以外の項目の事業年度中の

変動額（純額） 
△8,172 △8,172 △8,172 

 事業年度中の変動額合計（千円） △8,172 △8,172 △182,813 

 平成19年３月31日 残高（千円） △2,664 △2,664 900,176 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税引前中間（当期）
純損失 

  △187,906 △252,470 △168,010 

減価償却費   45,050 42,650 90,628 

長期前払費用償却額   387 224 683 

減損損失    1,416 2,354 1,416 

貸倒引当金の増加額
（減少額△） 

  △16,485 13,049 △16,558 

賞与引当金の増加額
（減少額△） 

  △190 △12,828 5,443 

退職給付引当金の増
加額 

  2,621 2,435 5,358 

受取利息及び受取配
当金 

  △822 △456 △1,318 

支払利息   32,668 32,021 67,138 

固定資産除却損   － 3,135 1,537 

投資有価証券評価損   23,684 21,462 23,684 

売上債権の減少額
（増加額△） 

  △20,481 128,182 25,019 

たな卸資産の減少額
（増加額△） 

  △450,165 △119,823 17,627 

仕入債務の増加額   375,979 152,599 2,498 

未払金の増加額   41,754 22,858 16,974 

未収消費税等の減少
額（増加額△） 

  40,809 △7,150 47,540 

未払消費税等の増加
額（減少額△） 

  △5,816 △21,861 21,861 

その他資産の減少額   － 76,077 7,112 

その他負債の増加額   － 12,254 4,401 

その他   16,078 △402 △145,737 

小計   △101,415 94,313 7,302 

利息及び配当金の受
取額 

  933 460 1,426 

利息の支払額   △32,682 △34,508 △64,581 

法人税等の支払額   △6,702 △9,013 △6,713 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △139,862 51,251 △62,566 

 



   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

定期預金の預入によ
る支出 

  △6,003 － △22,009 

有形固定資産の取得
による支出 

  △11,391 △4,235 △10,349 

有形固定資産の売却
による収入 

  20,108 8,783 24,686 

無形固定資産の取得
による支出 

  △230 － － 

投資有価証券の取得
による支出 

  － △0 － 

貸付金の回収による
収入 

  1,600 － 2,500 

その他   7,890 141 37,637 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  11,973 4,689 32,465 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

短期借入れによる収
入 

  1,100,000 2,510,410 1,620,000 

短期借入金の返済に
よる支出 

  △999,000 △2,064,200 △2,141,000 

長期借入れによる収
入 

  500,000 － 950,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △207,750 △772,870 △462,210 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  393,250 △326,660 △33,210 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額（減少額△） 

  265,360 △270,719 △63,311 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  408,539 345,227 408,539 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 673,899 74,508 345,227 

         



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間（自 平成18年4月1日  至 平成18年9月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成19年4月1日  至 平成19年9月30日） 

 当社は、４期連続して当期純損失を計上し、前期は営業損失、経常損失を計上しております。また、営業キャッシュ・

フローにつきましても２期連続してマイナスとなっております。当事業年度の中間期においては、営業キャッシュ・フロ

ーは51,251千円の収入となったものの、売上、営業利益ともに計画に届かず、営業損失191,395千円、経常損失215,937千

円及び中間純損失255,537千円を計上しました。このような経営環境の中、取引銀行からの新たな融資が困難な状況とな

っており、当該状況から継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しています。 

 食品の安心・安全を求める消費者の要求は益々厳しくなっており、消費者の低価格志向が変わらない中、原料価格・コ

ストの上昇を販売価格に転嫁する事が困難な状況にあり、当社を取り巻く環境は、更に厳しさを増しております。 

 こうした中、当社は親会社である株式会社ジャパンフードシステム（以下JAFS）が、平成18年10月に、ベトナム国カン

フォア省カムランにおいて、100%子会社として設立した「ＹＡＭＡＴＯ ＦＯＯＤＳ ＣＯ．，ＬＴＤ．」を生マグロを

主体とした水産物の「原料調達基地」、「製品の生産基地」、「製品・原料の供給基地」として位置づけ、安定的に価格

競争力のある生マグロの供給を受けることを計画しております。当社は価格競争力のある生マグロを「ＹＡＭＡＴＯ Ｆ

ＯＯＤＳ ＣＯ．，ＬＴＤ．」より仕入れることで、業績の回復、安定した黒字化を図るとともに、金融機関からの信用

回復へ向けて取り組む方針であります。 

 また、当社は、さる平成19年９月28日開催の取締役会において、JAFSによる当社株式に対する公開買付けについて賛同

の意を表明する決議をいたしました。JAFSは平成19年10月１日から当社株式に対する公開買付けを実行しておりました

が、11月12日をもって終了しました。本公開買付けにおいては、買付予定の下限（1,158,000株）に対し、応募株券等の

数の合計は2,705,711株となりましたので、公開買付開始公告及び公開買付届出書に記載のとおり、JAFSは応募株券等の

全部の買付等を行います。当社の株式はジャスダック証券取引所に上場しておりますが、JAFSは、適用ある法令に従い、

当社の発行済株式（自己株式を除きます。）の100%を所有し、完全子会社化することを予定しております。 

 これにより当社とJAFSは、今後グループの抜本的な事業構造改革をより一体として取り組むとともに当社の「営業力の

強化」と「コストの削減」を強力に推し進めるとともに、顧客のニーズへのきめ細かい対応ができる体制を実現して参り

ます。 

 なお、資金調達については、JAFSの特別融資支援により今後も状況に応じた安定的な金融支援を受ける見込でありま

す。 

 当社の中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表に反映して

おりません。 

  

前事業年度（自 平成18年4月1日  至 平成19年3月31日） 

 該当事項はありません。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(1）有価証券 

関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

    同左 

(1）有価証券 

関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品 

（マグロ）個別法による原価法 

（マグロ以外）最終仕入原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

  製品 

総平均法による原価法 

製品 

同左 

製品 

同左 

  原材料 

総平均法による原価法 

但し、外部冷蔵庫分は、個別

法による原価法 

原材料 

同左 

原材料 

同左 

  仕掛品 

総平均法による原価法 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物        7～38年 

機械及び装置    8～17年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

 (会計処理の変更） 

 当中間会計期間より、法人税法の

改正に伴い、平成19年4月1日以降に

取得した有形固定資産については、

改正後の法人税法に基づく方法に変

更しております。これに伴い、従来

の方法によった場合と比べ、減価償

却費が120千円増加し、営業損失、経

常損失及び税引前中間純損失がそれ

ぞれ120千円多く計上されておりま

す。 

（追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成19年3

月31日以前に取得した有形固定資産

について、償却可能限度額（取得価

額の95%相当額）まで償却した後は、

翌事業年度以降５年間で均等償却す

ることとしております。これに伴

い、減価償却費が2,453千円増加し、

営業損失、経常損失及び税引前中間

純損失がそれぞれ2,453千円多く計上

されております。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年）に基づいています。 

(2）無形固定資産 

 同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

           同左 

   (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の支

給見込額のうち当中間会計期間

の負担額を計上しております。  

 (2）賞与引当金 

同左  

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の支給

見込額のうち当期の負担額を計

上しております。 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を費用計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっています。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示しており

ます。  

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は889,191千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。  

────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は900,176千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

      

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「その他資産の

減少額（増加額△）」、「その他負債の増加額」は、当

中間会計期間において金額的重要性が乏しくなったため

「その他」に含めております。 

 なお、当中間会計期間の「その他」に含まれている

「その他資産の減少額」は15,045千円、「その他負債の

増加額」は9,378千円であります。 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「その他資産の

減少額」、「その他負債の増加額」は、前中間会計期間

は「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的重

要性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間の「その他」に含まれる「その

他資産の減少額」は15,045千円、「その他負債の増加

額」は9,378千円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
2,095,357千円 2,122,472千円 2,117,967千円 

※２．担保資産      

(イ）担保に供している資産      

建物 

土地 

投資有価証券 

計 

601,681千円 

734,793 

25,761 

1,362,236 

554,433千円 

727,210 

16,590 

1,298,235 

577,568千円 

734,793 

20,739 

1,333,101 

(ロ）上記に対応する債務      

短期借入金 

長期借入金 

計 

1,442,000千円 

333,000 

1,775,000 

914,800千円 

60,600 

975,400 

1,291,400千円 

9,400 

1,300,800 

 ３．偶発債務  下記会社の銀行借入金に対して

次のとおり債務保証しておりま

す。 

 下記会社の銀行借入金に対して

次のとおり債務保証しておりま

す。 

 下記会社の銀行借入金に対して

次のとおり債務保証しておりま

す。 

  ㈱まぐろ家さん ㈱まぐろ家さん ㈱まぐろ家さん 

  5,343千円 4,103千円 4,703千円 

   ㈱まぐろ家さんは、㈱青山プラ

ンニングオフィスが㈱まぐろ家さ

んに営業譲渡したものでありま

す。  

   ㈱まぐろ家さんは、㈱青山プラ

ンニングオフィスが㈱まぐろ家さ

んに営業譲渡したものでありま

す。 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目      

受取利息 

受取社宅使用料 

360千円 

1,544 

221千円 

1,290 

699千円 

2,827 

※２．営業外費用の主要項目      

支払利息 32,668千円 32,021千円 67,138千円 

※３．特別利益の主要項目      

貸倒引当金戻入益 5,653千円 132千円 5,726千円 

※４．特別損失の主要項目      

減損損失 

投資有価証券評価損 

 貸倒引当金繰入額 

 固定資産除却損 

1,416千円 

23,684  

－  

－  

2,354千円 

21,462  

10,114  

3,135  

1,416千円  

23,684  

－  

1,537  

※５．減損損失      当社はキャッシュ・フローを

生み出す最小単位として水産物

加工事業についてはグループ全

体を基本単位とし、遊休資産は

個別物件を基本単位としグルー

ピングをしております。 

 地価の下落等による事業環境の

変化により、以下の資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損

失（1,416千円）として特別損失

に計上しております。 

    当社はキャッシュ・フローを

生み出す最小単位として水産物

加工事業についてはグループ全

体を基本単位とし、遊休資産は

個別物件を基本単位としグルー

ピングをしております。 

 地価の下落等による事業環境の

変化により、以下の資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損

失（ 2,354千円）として特別損

失に計上しております。 

    当事業年度において、当社は

キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として水産物加工事業

についてはグループ全体を基本

単位とし、遊休資産は個別物件

を基本単位としグルーピングを

しております。 

 予想以上の地価の下落等による

事業環境の変化により、以下の

資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（1,416千円）とし

て特別損失に計上しておりま

す。 

  

   なお、当該資産グループの回収

可能価額は正味売却価額により

測定しており、土地については

固定資産税評価額に合理的な調

整を行っております。  

用途 場所 種類 
金額 

（千円）

遊休資産 

群馬県渋

川市中郷

他1箇所  

土地  1,416

   なお、当該資産グループの回収

可能価額は正味売却価額により

測定しており、土地については

売却予定価額により測定してお

ります。  

用途 場所 種類 
金額 

（千円）

遊休資産

群馬県北

群馬郡子

持村  

土地  2,354

   なお、当該資産グループの回収

可能価額は正味売却価額により

測定しており、土地については

固定資産税評価額に合理的な調

整を行っております。  

用途 場所 種類 
金額 

（千円）

遊休資産 

群馬県渋

川市中郷

他1箇所  

土地 1,416

  ６．減価償却実施額      

有形固定資産 

無形固定資産 

長期前払費用 

(投資その他の資産) 

計 

44,655千円 

394 

387
 

45,438 

42,247千円 

402 

224
 

42,874 

89,831千円 

797 

683
 

91,311 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少

株式数（株） 

当中間会計期間末株

式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式 6,239,375 － － 6,239,375 

合計 6,239,375 － － 6,239,375 

 自己株式         

   普通株式 4,552 － － 4,552 

合計 4,552 － － 4,552 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少

株式数（株） 

当中間会計期間末株

式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式 6,239,375 － － 6,239,375 

合計 6,239,375 － － 6,239,375 

 自己株式         

   普通株式 4,552 － － 4,552 

合計 4,552 － － 4,552 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当事業年度増加株式

数（株） 

当事業年度減少株式

数（株） 

当事業年度末株式数

（株） 

 発行済株式        

   普通株式 6,239,375 － － 6,239,375 

合計 6,239,375 － － 6,239,375 

 自己株式         

   普通株式 4,552 － － 4,552 

合計 4,552 － － 4,552 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と、中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と、中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高

と、貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 695,903千円 

     

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△22,004 

現金及び現金同等

物の中間期末残高 
673,899 

現金及び預金勘定 74,508千円

     

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
－ 

現金及び現金同等

物の中間期末残高 
74,508 

現金及び預金勘定 353,277千円

    

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△8,000 

現金及び現金同等

物の期末残高 
345,227 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械及
び装置 

106,237 51,680 54,556

その他
の固定
資産 

175,249 137,558 37,690

合計 281,486 189,239 92,247

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械及
び装置 

144,554 76,326 68,227

その他
の固定
資産 

88,926 75,352 13,574

合計 233,480 151,678 81,802

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

機械及
び装置 

144,554 62,768 81,785

その他
の有形
固定資
産 

88,926 66,384 22,542

合計 233,480 129,153 104,327

  ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 45,542千円 

１年超 49,350 

合計 94,893 

１年内 33,903千円 

１年超 51,297 

合計 85,200 

１年内 41,648千円 

１年超 65,153 

合計 106,801 

  ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 27,991千円 

減価償却費相当額 24,861千円 

支払利息相当額 1,258千円 

支払リース料 23,588千円 

減価償却費相当額 21,867千円 

支払利息相当額 1,600千円 

支払リース料 58,505千円 

減価償却費相当額 55,196千円 

支払利息相当額 2,902千円 

  ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 同左 

  ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価のない有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間会計期間において減損処理を行い、投資

有価証券評価損21,462千円を計上しております。 

２．時価のない有価証券の内容 

前事業年度末（平成19年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 67,048 71,401 4,352 

合計 67,048 71,401 4,352 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）関連会社株式  

非上場株式 0 

(2）その他有価証券  

非上場株式 6,711 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 45,588 56,588 11,000 

合計 45,588 56,588 11,000 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）関連会社株式  

非上場株式 0 

(2）その他有価証券  

非上場株式 6,711 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 67,049 64,384 △2,664 

合計 67,049 64,384 △2,664 



２．時価のない有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19

年９月30日）及び前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）関連会社株式  

非上場株式 0 

(2）その他有価証券  

非上場株式 6,711 

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

関連会社に対する投資の

金額（千円） 
0 0 0 

持分法を適用した場合の

投資の金額（千円） 
－ － － 

持分法を適用した場合の

投資利益の金額（千円） 
－ － － 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 142円62銭

１株当たり中間純損失 30円62銭

１株当たり純資産額 104円84銭

１株当たり中間純損失 40円98銭

１株当たり純資産額 144円38銭

１株当たり当期純損失   28円02銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

中間（当期）純損失 

（千円） 
190,882 255,537 174,640 

普通株主に帰属しない金

額（千円） 
― ― ― 

普通株式に係る中間（当

期）純損失（千円） 
190,882 255,537 174,640 

期中平均株式数（千株） 6,234 6,234 6,234 



（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 



(2）【その他】 

  当社は、平成19年９月28日開催の取締役会において、株式会社ジャパンフードシステム（以下「公開買付者」

といいます。）による当社株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）について賛同の意を

表明することを決議いたしました。 

  本公開買付けは、10月１日から実施され、11月12日をもって終了いたしました。本公開買付けにおいては、買

付予定の下限（1,158,000株）に対し、応募株券等の数の合計は2,705,711株となりましたので、公開買付開始公

告及び公開買付届出書に記載のとおり、公開買付者は、応募株券等の全部の買付け等を行います。買付け等後に

おける公開買付者及び特別関係者の株券の所有割合は、91.62%となりました。 

 公開買付者は、当社を完全子会社とする方針であり、本公開買付けにより取得できなかった対象者株式につき

ましては、以下の方法により対象者の株主に対して株式の換価の機会を提供し、その株式の全てを取得する予定

です。 

  当社は、本公開買付けの決済日以降の日を基準日として、①定款の一部変更をして対象者を会社法の規定する

種類株式発行会社とすること、②定款の一部変更をして対象者の発行する全ての普通株式に全部取得条項（会社

法第108条第１項第７号に規定する事項についての定めをいいます。）を付し、かつ、これとは異なる他の種類

の株式を発行すること、及び③対象者の当該株式の全部取得と引換えに別個の対象者株式を交付することを付議

議案に含む臨時株主総会の開催を行なう予定です。 

  当社は、当該臨時株主総会の開催にあたり、上記①ないし③を同一の臨時株主総会に付議すること、又は、上

記①及び②と上記③を別々の臨時株主総会（以下、いずれの臨時株主総会も含むものとして、単に臨時株主総会

といいます。）に付議することの、いずれかの方法で実施することを予定しております。 

  上記各手続きが実行された場合には、当社の発行する全ての普通株式は全部取得条項が付された上で、全て公

開買付者に取得されることとなり、当社の株主には当該取得の対価として別個の対象者株式が交付されることと

なりますが、当社の株主で交付されるべき当該対象者株式の数が１株に満たない端数となる株主に対しては、法

令の手順に従い、当該端数の合計数（合計した数に端数がある場合には当該端数は切り捨てられます。）を売却

すること等によって得られる金銭が交付されることになります。なお、当該端数の合計数の売却価格について

は、本公開買付けの買付価格を基準として算定する予定ですが、この金額が本公開買付けの買付価格を基準とし

て算定された価格と異なることがあります。また、全部取得条項が付された当社の普通株式の取得の対価として

交付する当社株式の種類及び数は本書提出日現在未定でありますが、公開買付者が当社の発行済株式（自己株式

を除きます。）の100％を所有することとなるよう、当社の株主に対し交付しなければならない当社株式の数が

１株に満たない端数となるよう決定する予定であります。 

  当社は、これらの手続きを行った後、当社と公開買付者がグループ内組織再編を実施することを計画しており

ます。 

  当社株式はジャスダック証券取引所に上場しておりますが、公開買付者は、適用ある法令に従い、公開買付に

より当社の発行済株式（自己株式を除きます。）の100％を所有することを予定しておりますので、その場合に

は当社の株券は上場廃止になります。上場廃止後は、当社株券をジャスダック証券取引所において取引すること

はできません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（24期）（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）平成19年6月28日関東財務局長に提出。 

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

  平成19年10月26日関東財務局長に提出 

  事業年度（24期）（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている赤城水

産株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第24期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9

月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、赤城水産株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月1日か

ら平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

        平成18年12月18日

赤城水産株式会社        

 取締役会 御中        

           

    あずさ監査法人 
           

     
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 若 林 博 史  印 

           

     
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 大 野 秀 則  印 

           
           

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる赤城水産株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第25期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、赤城水産株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は４期連続して当期純損失を計上し、前期は営業損失、経常損失を

計上している。また、営業キャッシュ・フローについても２期連続してマイナスとなっている。当事業年度の中間期にお

いては、営業キャッシュ・フローは51,251千円の収入となっているものの、売上、営業利益ともに計画に届かず、営業損

失191,395千円、経常損失215,937千円及び中間純損失255,537千円を計上している。さらに、このような経営環境の中、

取引銀行からの新たな融資が困難な状況となっており、当該状況から継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してい

る。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

        平成19年12月26日

赤城水産株式会社        

 取締役会 御中        

           

    あずさ監査法人 
           

     
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 若 林 博 史  印 

           

     
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 大 野 秀 則  印 

           
           

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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